
書式第１６号（法第２８条関係）

特定非営利活動法人　手話教師センター

１． 重要な会計方針

　　 　計算書類の作成は、 NPO法人会計基準（2011年7月20日　2011年11月20日一部改正 によっています。

　 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　 　計算書類の作成は、 NPO法人会計基準（2011年7月20日　2011年11月20日一部改正 によっています。

　 固定資産の減価償却の方法

該当するものがありません。

　 引当金の計上基準

該当するものがありません。

　 施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

物的サービスは受けていません。

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

２． 事業別損益の状況

（単位：円）

手話教師

育成事業

手話教師

研修事業

手話教師

派遣事業

教材開発

事業

普及啓発

事業

事業部門計 管理部門 合計

Ⅰ　経常収益

受取会費 684,000 1,397,000 0 0 0 2,081,000 657,000 2,738,000

受取寄附金 0 0 0 0 0 0 0 0

受取助成金等 0 0 0 0 0 0 0 0

事業収益 422,920 0 1,636,033 289,600 0 2,348,553 0 2,348,553

その他収益 0 0 0 0 0 0 18,420 18,420

経常収益計 1,106,920 1,397,000 1,636,033 289,600 0 4,429,553 675,420 5,104,973

Ⅱ　経常費用

人件費

給料手当 0 0 0 0 0 0 0 0

人件費計 0 0 0 0 0 0 0 0

その他経費

会議費 2,520 2,935 5,455 45,927 51,382

旅費交通費 155,660 217,352 3,000 376,012 222,450 598,462

施設等評価費用 0 0

会場費 191,010 649,885 840,895 840,895

研修費 124,100 124,100 124,100

減価償却費 0 0

諸謝金 712,500 239,512 1,363,700 17,000 48,000 2,380,712 45,000 2,425,712

諸会費 54,100 46,530 100,630 100,630

制作費 267,612 36,624 304,236 304,236

通信運搬費 160 80 10,050 6,120 16,410 5,077 21,487

消耗品費 6,740 7,830 10,443 25,013 7,139 32,152

地代家賃 0 161,500 161,500

租税公課 0 0

支払手数料 2,480 15,850 7,930 1,550 27,810 500 28,310

雑費 500 500 5,230 5,730

その他経費計 1,125,170 1,304,494 1,371,710 299,212 101,187 4,201,773 492,823 4,694,596

経常費用計 1,125,170 1,304,494 1,371,710 299,212 101,187 4,201,773 492,823 4,694,596

当期経常増減額 -18,250 92,506 264,323 -9,612 -101,187 227,780 182,597 410,377

３． 施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

（単位：円）
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４． 使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳（正味財産の増減及び残高の状況）は以下の通りです。

当法人の正味財産は　　　円ですが、そのうち　　　円は、下記のように使途が特定されています。

したがって使途が制約されていない正味財産は　　　円です。

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

合計

５． 固定資産の増減内訳

（単位：円）

期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

６． 借入金の増減内訳

（単位：円）

期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

７． 役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

（単位：円）

計算書類

に計上さ

れた金額

内役員及

び近親者

との取引

（活動計算書）

活動計算書計

（貸借対照表）

貸借対照表計

８．

　・　事業費と管理費の按分方法

　・　その他の事業に係る資産の状況

内容

特になし。

当法人は専従職員をおいていないため係る経費については発生していない。事業部門は参加費から、管理部門は

年会費から充当している。

備考

科目

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

科目

科目

合計


